
・ 平成元年4月1日 ：

・ 平成5年9月1日 ：

平成5年9月6日 ：

・ 平成5年12月16日 ：

・ 平成6年6月10日 ：

・ 平成7年3月24日 ：

…

…

…

…

…

・ 平成7年6月1日 ：

・ 平成7年12月11日 ：

・ 平成7年7月26日 ：

・ 平成8年8月1日 ：

・ 平成8年8月23日 ：

・ 平成9年1月31日 ：

・ 平成10年4月1日 ：

・ 平成11年4月1日 ：

・ 平成11年10月1日 ：

・ 平成11年12月1日 ：

・ 平成12年4月1日 ：

・ 平成13年1月1日 ：

・ 平成13年4月1日 ：

・ 平成13年6月1日 ：

…

・ 平成14年8月1日 ：

…

…

…

・ 平成14年11月1日 ：

・ 平成15年4月1日 ：

・ 平成15年7月1日 ：

…

…

・ 平成15年8月1日 ：

…

佐倉市の入札契約に関する経緯

入札契約の適正化に資することを目的とする佐倉市の取り組みを掲載しています。

建設工事前払金制度の開始（設計金額1,000万円以上、30％）

佐倉市財務規則の改正

佐倉市建設工事入札制度検討委員会設置要領制定

新しい入札制度について検討開始（佐倉市建設工事入札制度検討委員会）

制限付き一般競争入札暫定試行（佐倉市立臼井中学校分離校）

制限付き一般競争入札暫定試行（岩名運動公園陸上競技場改修）

入札制度改善に関する骨子決定

制限付き一般競争入札の導入（10億円以上）

公募型指名競争入札の導入（1億5,000万円以上10億円未満）

随意契約の明確化、工事費内訳書の提示

工事完成保証人制度の廃止、新履行保証制度の導入

入札結果の公表を開始

談合情報対応関係マニュアル整備

建設工事に係る一般競争入札を導入

ダンピング防止に関する対応を開始

入札制度に関する検討開始

入札結果等の事後公表を開始

特定建設工事共同企業体制度の導入（建設工事関係）

公募型指名競争入札制度の導入（建設工事関係）

経常共同企業体制度の導入（建設工事関係）

建設工事に係る一般競争入札及び公募型指名競争入札の金額引き下げ

（一般競争入札　…　1億5,000万円以上）

（公募型指名競争入札　…　1億5,000万円以上3億円未満）

最低制限価格制度の廃止

低入札価格調査制度の導入

予定価格の事前公表を試行開始（設計金額1,000万円以上）

一堂に集める現場説明会の一部廃止（予定価格事前公表事業）

年間発注予定を公表（建設工事関係、設計金額1,000万円以上）

インターネットにより契約情報（入札結果等）を掲載開始

年間発注予定の公表範囲拡大（設計金額1,000万円以上→設計金額250万円以上）

受注希望型指名競争入札制度を試行開始

公募型指名競争入札制度の廃止

建設工事関係業務委託前金払制度開始（設計、測量、土質地質調査）

設計金額1,000万円以上、30％

年間発注予定公表範囲の拡大（建設工事関係業務委託、設計金額300万円以上）

予定価格事前公表範囲の拡大

建設工事関係業務委託、設計金額300万円以上

建設工事設計金額1,000万円以上→500万円以上

予定価格事後公表範囲の拡大

建設工事関係業務委託、設計金額300万円以上

不正行為等による損害賠償条項を契約書に位置付

入札金額内訳書の返却制度廃止（予定価格事前公表対象事業）

年間発注予定公表範囲の拡大

建設工事（250万円以上）、建設工事以外100万円以上

予定価格事前公表範囲の拡大

建設工事、建設工事関係業務委託は、競争入札に付する事業全て

予定価格事後公表範囲の拡大（競争入札付した事業全て）

予定価格事前公表範囲の拡大

役務の提供業務委託（清掃等業務委託、競争入札に付する事業全て）

低入札価格調査制度の範囲拡大（建築工事4,500万円以上→3,000万円以上）

契約状況の公表範囲の拡大（役務提供300万円以上）

一堂に集める現場説明会の廃止



・ 平成16年7月1日 ：
…

郵便入札の導入

… 制限付き一般競争入札を対象

受注希望型指名競争入札対象範囲の拡大
…

…

・ 平成17年4月1日 ：
…

…

…

…

…

…

…

…

…

・ 平成17年6月30日 ：

…

・ 平成17年7月1日 ：

…

・ 平成17年10月20日 ：

…

…

・ 平成17年10～11月 ：

…

・ 平成18年4月1日 ：

…

…

・ 平成18年4月3日 ：

…

・ 平成18年7月1日 ：

…

…

…
・ 平成18年9月1日 ：

…

制限付き一般競争入札の対象拡大

1億5,000万円以上の工事又は製造の請負に加え、平成16年7月1日から5,000万
円以上の工事以外の事業全て

建設工事製造の請負について1,000万円以上1億5,000万円未満とし、建設工事
に係る委託について3,000万円以上

低入札価格調査制度の範囲拡大

3,000万円以上の建設工事の他、2,000万円以上の業務委託等を対象

制限付き一般競争入札の対象拡大

工事又は製造の請負の事業130万円超、測量業務委託及び公園緑地等管理業務
委託50万円超

低入札価格調査制度

調査対象のうち建設工事について、3,000万円以上→1,000万円以上

調査基準について、100分の70に統一

基準額を下回る契約について、契約保証の上乗せ

（10分の1→10分の3、10分の3→10分の4）

予定価格事前公表範囲の拡大

入札に付する事業全てを対象

正当な理由なく契約を締結をしない者に対する違約金の徴収

落札金額の100分の5に相当する額

契約保証人

廃止

建設工事関係業務委託前金払制度（設計、測量、土質地質調査）

対象金額1,000万円以上→500万円以上

受注希望型指名競争入札

廃止

経常建設共同企業体

制限付き一般競争入札の対象拡大

すべての事業を対象として、制限付き一般競争入札により実施

廃止

佐倉市入札金額内訳書取扱事務要領の一部改正

入札金額と内訳書合計額が大幅に異なる場合には無効となることを規定

佐倉市入札約款の改正

入札参加者が一人である場合の入札の取り止めについて、原則として指名競争
入札に限定

佐倉市電子入札約款の制定

電子入札に係る入札手続き等について規定

建設工事において、電子入札の試行実施

市内登録業者(土木系)を対象

(※平成18年度事業に係る債務負担行為事業については、18年1月から実施)

ただし、物品等購入(印刷含む)の入札については、平成18年7月から制限付き
一般競争入札により実施

複数単価による入札の実施

予定数量に基づく総額の入札により落札者を決定する方式の導入

地方自治法施行令第167条の2第1項第3号に関する規定の整備

佐倉市入札監視委員会の設置

「ちば市町村共同利用電子調達システム」の運用開始

建設工事の入札において、電子入札を全面導入

すべての事業の入札について、制限付き一般競争入札の対象となる

物品等購入(印刷含む)の入札案件について制限付き一般競争入札の実施

郵便入札の対象拡大

原則として、電子入札を除く入札対象案件すべてを対象

入札約款の整理(入札方式別：郵便、電子の各入札約款)

佐倉市一般(指名)競争入札参加業者資格者の市内業者・準市内業者認定基準、事業
所確認調査実施要領の制定

「市内」、「準市内」業者における実態のない不適格業者の入札参加防止



・ 平成18年10月～ ：

…
・ 平成18年11月1日 ：

…

・ 平成19年3月1日 ：

・ 平成19年4月1日 ：

…

・ 平成20年1月10日 ：

・ 平成20年4月1日 ：

…

…

…

…

・ 平成20年8月8日 ：
・ 平成20年12月22日 ：

・ 平成22年4月1日 ： 公共工事等に要する経費の前払金取扱要領

… 前金払ができる対象工事を1,000万円以上から500万円以上に引き下げ

・ 平成23年4月1日 ：

…

…

…

…

…

…

…

・ 平成23年7月1日 ：
…

・ 平成24年4月1日 ：

・ 平成24年11月1日 ：

…

・ 平成25年4月1日 ：

…

…

・ 平成26年4月1日 ：

工事関係委託(測量)において、電子入札の実施

市内登録業者を対象

「ちば市町村共同利用電子調達システム」を利用して平成19・20年度入札参加資格
審査申請の受付を開始(平成19年2月28日まで)

様式第7号に「別紙様式　専任技術者一覧表」を追加

７市(佐倉市のほか、市川市、松戸市、習志野市、流山市、我孫子市、四街道
市)でシステムを共同利用

地方自治法施行令第167条の2第1項第3号の規定に基づく随意契約に係る手続き要領
の制定

工事関係委託の入札において、電子入札の全面導入

工事(業務)妨害又は不当要求に対する措置に関する特約を契約書に付加

佐倉市建設工事等暴力団対策措置要綱の改正により、建設工事及び業務委託契
約において暴力団等から妨害又は不当要求を受けた場合における佐倉市への報
告及び所轄の警察署への届出を義務付ける特約条項を付加

談合等不正行為に係る損害賠償金の予定額を契約金額の10％から20％に改正

独占禁止法違反等に係る指名停止期間の強化

特定建設工事共同企業体に発注する工事において、単体企業の参加も認める混合入
札をすることができる規定を追加

制限付き一般競争入札資格要件設定基準別表の一部改正

総合評価方式制限付き一般競争入札の試行導入

佐倉市総合評価方式制限付き一般競争入札試行実施要領、佐倉市総合評価方式
制限付き一般競争入札試行実施ガイドラインの制定

佐倉市契約保証事務取扱要領の改訂（文言等の整理）

随意契約ガイドラインの改訂（文言の整理等）

土木系工事（解体、くい打ちを除く）の「市内」発注の上限金額を5,000万円
から4,000万円に引き下げ

建物清掃業務委託（一般清掃）の「市内・準市内」の地域区分を「市内・準市
内・県内」とし、上限金額を500万円から1,000万円に引き上げ

建物清掃業務委託の「市内・準市内・県内」を「市内・準市内・県内・県外」
として、500万円以上を1,000万円以上に引き上げ

公共工事等に要する経費の前払金取扱要領

公共工事等の前払金を請負金額の30％（支出限度額1億円）から40％（支出限
度額2億円）に引き上げ

すべての事業の入札において、電子入札の全面導入

建設工事請負契約書の単品スライド条項の運用開始
地域建設業経営強化融資制度に係る債権譲渡承諾事務処理要領、下請セーフティ
ネット債務保証事業に係る債権譲渡承諾事務処理要領、売掛債権譲渡承諾事務処理
要領の制定

「ちば電子調達システム」運用開始に伴う、契約関係基準を改正

佐倉市制限付き一般競争入札実施要領　公告様式の改正

佐倉市電子入札システム運用基準　ちば電子調達システムの仕様に変更
地域建設業経営強化融資制度に係る債権譲渡承諾事務処理要領及び下請セーフティ
ネット債務保証事業に係る債権譲渡承諾事務処理要領の改正

国土交通省通知「地域建設業経営強化融資制度の延長について」に基づく改正

佐倉市建設工事適正化指導要領の改正一括下請の禁止範囲拡大、監理技術者の選任
規定の改正

千葉県通知「千葉県建設工事適正化指導要綱」改正に基づく改正

一括下請の禁止の範囲の拡大

監理技術者の選任規定の改正

佐倉市建設工事適正化指導要領の改訂

施工体制台帳の様式に健康保険等の加入条項欄を追加

佐倉市建設工事等暴力団対策措置要綱の改訂

建設工事から全ての発注事業に拡大し、特約条項を追加

佐倉市簡易修繕（営繕）等受注参加者資格審査要領の改訂

暴力団関係の排除について、改訂

地域建設業経営強化融資制度に係る債権譲渡承諾事務処理要領の改訂



…

…
…

…

…

・ 平成26年6月1日 ：

…

…

・ 平成27年4月1日 ：
…

・
・

・

・

・ 平成27年7月1日 ：

…
…

…

…

…

・ 平成27年10月1日 ：

…

…

…

・ 平成29年4月1日 ：

…

…

…

(1)直接工事費×0.95　 (2)共通仮設費×0.90   

(3)現場管理費×0.90 　(4)一般管理費×0.55

…

佐倉市制限付き一般競争入札資格要件設定基準の改訂

不調対策として、建築一式工事における技術者の専任を要しない範囲の拡大

建築一式工事2,500万円未満を5,000万円未満に拡大

佐倉市建設工事における現場代理人の常駐義務緩和

予定価格1,000万円未満を土木一式2,500万円未満、建築一式5,000万円未満

中間前金払制度の導入開始

平成28年4月1日からは、建設工事全てとする。

次期(H28・H29年度)名簿への申請を認めない。

佐倉市制限付き一般競争入札資格要件設定基準の改訂

下請業者の保護・市内中小企業の資金調達の円滑化及び不調対策として契約金
額が500万円以上の建設工事において、一定条件のもと中間前払制度を実施。
契約金額の2/10以内

当初の前金払が支出済みであること。

低入札価格調査実施要領の改正 

同額入札における調査順位決定方法（くじ引き）の明示

調査書類の提出期限を開札日から3日以内する。期限内未提出の場合や調査に

非協力の場合は、当該調査対象者を失格とする規定の設定

失格判定基準の具体例の明示

提出書類又は事情聴取時の説明に虚偽があった場合の措置（指名停止）

旧マニュアルの廃止と新低入札価格調査マニュアルの制定  

低入札マニュアルの制定に伴い、通常調査及び重点調査マニュアルの廃止

≪条件≫

工程表により工期の2分の1を経過するまでに実施すべきものとされている
当該工事に係る作業が行われていること。

工期の2分の1を経過していること。

既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が契約金額の2分の1以上の
額に相当するものであること。

建設工事において、社会保険等未加入者の入札参加制限

社会保険等の種類は、健康保険、厚生年金保険、雇用保険

建築一式工事以外の建設工事2,500万円未満を3,500万円未満に拡大

佐倉市建設工事における現場代理人の常駐義務緩和

電気工事　市内準市内500万円未満⇒1,000万円未満

公園緑地等管理（通年）　2,000万円未満⇒3,000万円未満

公園緑地等管理（除草、剪定）　500万円未満⇒1,000万円未満　等

2,500万円以上の建設工事において、入札参加制限

建築一式工事5,000万円未満を7,000万円未満に拡大

建築一式工事以外の建設工事2,500万円未満を3,500万円未満に拡大

低入札価格調査制度の見直し 

建設工事の調査基準価格の算出方法の改定

予定価格算出の基礎になった下記(1)～(4)の合計額から千円未満の端数を
切り捨てた額×1.08

失格基準価格を新設

建築一式工事における技術者の専任を要しない範囲の拡大

建築一式工事5,000万円未満を7,000万円未満に拡大

土木一式、とび土工Co、舗装工事　4,000未満⇒5,000未満

建築一式、管、造園工事　3,000万円未満⇒4,000万円未満

時限立法のため、期限の改訂

最低制限価格制度の導入開始

建設工事500万円以上2,500万円未満について、最低制限価格制度を導入

業務委託のうち人件費の占める割合が大きく且つ年間を通じて作業員等を従事
される委託（建物清掃、機械警備を除く警備・受付、公園緑地等管理受託者が
常駐する施設の電気・機械設備等保守点検等）について500万円以上2,000万円
未満に導入

建設工事の低入札価格調査制度の範囲の改訂

最低制限価格制度の導入に伴い、1,000万円以上から2,500万円以上

制限付き一般競争入札資格要件設定基準の見直し



(1)直接工事費×0.75   (2)共通仮設費×0.70  

(3)現場管理費×0.70 　(4)一般管理費×0.30

…

…

・ 平成30年4月1日 ：

…

…

　

…

…

…

…

・ 平成31年4月1日 ：

…

…

・ 令和元年7月1日 ：

…

…

① 入札参加業者の入札額の平均±標準偏差の範囲内の参加業者を抽出

② ①で抽出した業者の入札額の平均×0.9を算出

③ ②と通常の最低制限価格といずれか低いほうを採用

…

・ 令和元年10月1日 ：

…

…

…

予定価格 3,500万円以上（建築一式工事は7,000万円以上）を

請負金額 3,500万円以上（建築一式工事は7,000万円以上）に変更

特定建設業許可及び監理技術者の専任を必要とする対象工事

予定価格 7,000万円以上を

下請金額 4,000万円以上（建築一式工事6,000万円以上）に変更

違反した場合の措置

ほ装工事（130万円超3500万円未満）　入札参加業者が5者以上の場合のみ

変動型最低制限価格の算定方式

プロポーザル方式に係る事務手続きの変更

社会保険等の種類は、健康保険、厚生年金保険、雇用保険

佐倉市入札参加資格審査委員会の事前審査を追加

佐倉市入札監視委員会への事後報告を追加

消費税率変更に係る要綱・要領等の改正

建設工事における社会保険等未加入建設業者との一次下請契約の禁止

対象は130万円以上の建設工事

測量コンサルタント業務委託：新たに適用　50万円超2,000万円未満

委託（「特定業務委託」）：　500万円以上2,000万円未満⇒50万円超

最低制限価格の算定方法

低入札調査基準価格と同じ

建設工事における入札参加資格の見直し

主任技術者等の専任を必要とする対象工事

災害協定に関する評価

入札執行後の落札者との契約締結日までの期間の改正

「落札者決定通知から7日以内」を「落札決定後、速やかに」に変更

佐倉市建設工事適正化指導要領の改訂

施工体制台帳の様式に「特定技能1号」の在留資格に基づく外国人の従事状況
を追加

変動型最低制限価格制度の試行導入

適用対象

予定価格算出の基礎になった下記(1)～(4)の合計額から千円未満の端数を
切り捨てた額×1.08

総合評価方式制限付き一般競争入札制度を本格導入

対象工事の範囲の拡大

≪対象工種≫

土木一式工事、建築一式工事、管工事⇒全工種

≪対象金額≫

設計金額7,000万円以上⇒建築一式工事は設計金額7,000万円以上、建築一
式工事以外の建設工事は設計金額3,500万円以上

評価項目を改定

過去15年間の施工実績、過去10年間の主任（監理）技術者の施工実績の対
象となる工事

市内在住若年技術者の雇用に関する評価　　等

低入札価格調査制度の見直し

適用範囲

建設工事　：　2,500万円以上⇒3,500万円以上

委託　　　：　「特定業務委託」に該当する場合は適用対象外に

調査基準価格の算定方法

建設工事　：　算定式中の直接工事費×0.95　⇒　直接工事費×0.97

測量コンサルタント業務委託：予定価格×0.7　⇒　国土交通省基準

最低制限価格制度の見直し

適用範囲

建設工事　：　500万円以上2,500万円未満⇒130万円超3,500万円未満



・

・

① 指名停止

② 工事成績の減点

③ 建設業許可行政庁への通報

・ 令和2年5月1日 ：

…

・ 令和2年5月22日 ：

… 簡易型総合評価方式の導入

… 共同企業体に係る配点の見直し

・ 令和2年10月1日 ：

…

・ 令和3年4月1日 ： 電子入札における開札立会人の廃止（紙入札参加者がいない場合に限る。）

総合評価方式制限付き一般競争入札制度の見直し

…

・ 令和5年1月1日 ： 建設業法施行令改正に伴う見直し

…

・ 令和5年4月1日 ：

…

…

総合評価方式制限付き一般競争入札制度の見直し

…

同規模以上の施工実績あり　2点⇒3点

… 建設キャリアアップシステム（CCUS）への登録

事業者IDを取得している　1点、事業者IDを取得していない　0点

…

過去1ヵ年度の協定に基づく災害対応の出動回数

3回以上3点、2回2点、1回1点、0回又は協定締結なし0点

⇒過去3ヵ年度の協定に基づく災害対応の出動回数1回につき0.5点（上限3点）

…

電子入札約款、郵便入札約款を入札約款に統合

暴力団排除に関する特約に、遵守義務違反の場合に指名停止とすることを明示

・ 令和6年4月1日 ：

…

　

低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の見直し

　　　　　　　　　　　上限　予定価格×0.90　⇒　予定価格×0.92

調査基準価格及び最低制限価格の算定方法

建設工事：　算定式中の一般管理費等×0.55　⇒　一般管理費等×0.68

測量コンサルタント業務委託：測量業務の算定式中

　　　　　　　　　　　下限　予定価格×0.70　⇒　予定価格×0.75

電気工事　市内・準市内・県内：

　　　　　1,000万以上5,000万未満⇒2,000万以上～5,000万未満　

　　　　　市内・準市内：

　　　　　500万以上1,000万未満⇒1,500万以上～2,000万未満　

　　　　　市内：500未満⇒1,500万未満

過去15年間の同種の公共工事の施工実績、過去10年間の主任（監理）技術者と
しての同種の公共工事の施工実績

災害時等の協力に関する協定に基づく出動の有無

企業の安全衛生及び福祉等に関する取組状況の項目に「女性活躍推進支援に関
する措置」、「青少年雇用促進支援に関する措置」を追加

特定建設業の許可、監理技術者の配置及び施工体制台帳の作成を要する下請代
金額の下限：
4,000万円（建築一式工事6,000万円）⇒4,500万円（建築一式工事7,000万円）

主任技術者又は監理技術者の専任を要する請負代金額の下限：
3,500万円（建築一式工事7,000万円）⇒4,000万円（建築一式工事8,000万円）

制限付き一般競争入札資格要件設定基準の見直し

管工事　　市内・準市内・（県内）：

　　　　　4,000万以上7,000万未満⇒5,000万以上～7,000万未満　

　　　　　市内：4,000未満⇒5,000万未満

ほ装工事における変動型最低制限価格制度の廃止

総合評価方式制限付き一般競争入札制度の見直し

対象金額

建築一式工事以外の建設工事：設計金額3,500万円以上⇒5,000万円以上

原則30日以内に、当該一次下請業者が社会保険等に加入した事実を確認で
きる書類の提出を求める。

期限内に提出がない場合は次の措置を講じる。

調査基準価格及び最低制限価格を事後公表に移行

その他請負契約に係る調査基準価格及び特定業務委託に係る最低制限価格の算定式
の変更

予定価格×0.7　⇒　業務原価×0.75＋一般管理費等×0.3

「過去3カ年度の佐倉市（公営企業を含む。）発注工事（同業種に限る。）に
おける工事成績評定の平均点」及び「過去3カ年度の佐倉市（公営企業を含
む。）発注工事（請負金額500万円以上）における工事成績評定点」の対象区
分の変更

総合評価方式制限付き一般競争入札制度の見直し



・ 令和7年2月1日 ： 建設業法施行令改正に伴う見直し

…

・ 令和7年4月1日 ：

…

　

週休２日工事の実施

… 「発注者指定方式」「通期における現場閉所」

経費の補正率

労務費：土木1.02、営繕1.02

機械経費（賃料）：土木1.02

共通仮設費：土木1.02

現場管理費：土木1.03

地方自治法施行令の一部を改正する政令に伴う見直し

…

　契約の種類

工事又は製造の請負…200万円

財産の買入れ…150万円

物件の借入れ…80万円

財産の売払い…50万円

物件の貸付け…30万円

その他…100万円

地方自治法施行令第167条の２第１項第１号において、その予定価格が次の金
額を超えないときは、随意契約によることが可能とする。

測量コンサルタント業務委託：地質調査の算定式中

　　　　　　　　　　　上限　予定価格×0.8　⇒　予定価格×0.82

　　　　　　　　　　　諸経費×0.45　⇒　予定価格×0.48

その他請負契約（調査基準価格）及び特定業務委託（最低制限価格）：

　　　　　　　　　　　変動型を採用

制限付き一般競争入札における一抜け方式実施要領の制定
制限付き一般競争入札の資格要件設定に係る測量コンサルタント業務委託の配置予
定技術者設定マニュアルの制定

測量コンサルタント業務委託：補償コンサルタントの算定式中

　　　　　　　　　　　諸経費×0.45　⇒　予定価格×0.50

特定建設業の許可、監理技術者の配置及び施工体制台帳の作成を要する下請代
金額の下限：
4,500万円（建築一式工事7,000万円）⇒5,000万円（建築一式工事8,000万円）

主任技術者又は監理技術者の専任を要する請負代金額の下限：
4,000万円（建築一式工事8,000万円）⇒4,500万円（建築一式工事9,000万円）

低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の見直し

調査基準価格及び最低制限価格の算定方法

　　　　　　　　　　　諸経費×0.48　⇒　予定価格×0.50

測量コンサルタント業務委託：測量業務・地質調査・設計業務の算定式中


